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WTI原油価格連動型上場投信の特色

指数指数指数指数とのとのとのとの連動性連動性連動性連動性がががが高高高高くくくく、、、、分分分分かりやすいかりやすいかりやすいかりやすい商品商品商品商品

国内ETFは、金融商品取引所に上場されているため、取引時間中であれば、いつでも売買が可能です。
また、一般的な投資信託ではできない指値や逆指値などの注文方法や、信用取引での取扱いができる
銘柄もあり、多彩な取引が可能となります。

少額少額少額少額からのからのからのからの投資投資投資投資

指数を構成する個別の銘柄に直接投資するよりも、通常小口で取引が可能です。

売買売買売買売買はははは上場株式上場株式上場株式上場株式とととと同様同様同様同様でででで、、、、信用取引信用取引信用取引信用取引でおでおでおでお取引取引取引取引もももも可能可能可能可能

日本初日本初日本初日本初のののの商品先物商品先物商品先物商品先物をををを投資対象投資対象投資対象投資対象とするとするとするとするETF

2008年12月我が国金融・資本市場の競争力強化のため、金融商品取引法の一部が改正されました。
この中で、上場投資信託（以下「ETF」といいます。）の多様化を目的とした措置の一つとして、投資対象
に商品先物が追加されました。
WTI原油価格連動型上場投信（以下「当ファンド」といいます。）は、上記措置を受けて設定が可能となっ
た日本で初めてのETFとなります。

日本初日本初日本初日本初のののの原油先物原油先物原油先物原油先物にににに連動連動連動連動するするするするETF

当ファンドは原油先物価格（円換算ベース）の変動に連動することを目指すETFとして日本で初めてとな
ります。（詳細は「当ファンドの目的と運用方針」を参照下さい。）

上場取引所： 大阪証券取引所
証券コード： 1671
上場日： 2009年8月3日（月）
売買単位： 1口

そのそのそのその他他他他のののの情報情報情報情報

一般的なETFの特色

株式指数や商品指数などの特定の指数に連動することを目的として設定されているため、わかりやすい
商品です。

おおおお取引取引取引取引にかかるにかかるにかかるにかかる手数料手数料手数料手数料がががが割安割安割安割安ですですですです

国内ETFの取引は、国内株式の取引と同じ売買手数料率でご購入が可能です。
また、信託報酬も一般的なインデックス型の投資信託と比較し、低く設定されている場合が多く、売買や
保有にかかる手数料は割安な場合が多くあります。
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WTI原油先物直近限月の価格推移

ＷＴＩ原油とＷＴＩ原油先物について

米ドル／バレル

出所：Bloomberg、シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社作成

*1 出所：ロイター

*2 2009年6月の取引高平均。ＷＴＩ原油先物とブレント原油先物の取引高は、
日々取引高（米ドル）に日々の為替レートを用いて換算しております。

原油先物市場の取引高(1日平均)*1,2WTI 原油原油原油原油は、米国テキサス州沿岸部の油
田で産出される原油の総称で、WTIはWest 
Texas Intermediate（ウエスト・テキサス・イン
ターミディエイト）の略です。
ニューヨーク商業取引所（NYMEX）に上場さ
れたLight Sweet Oil（軽質低硫黄原油）の受
渡供用品の代表的なものです。
WTI 原油は硫黄分が少なく良質であり消費地
に近いことから、ドバイ原油やオマーン原油よ
りも通常高値で取引されています。

WTI 原油原油原油原油先物先物先物先物は、NYMEXにおけるLight, 
Sweet Crude Oil Futuresのことを通常指します。
NYMEX の市場は、商品先物取引の分野で世
界最大の出来高を有することから、北米のみな
らず世界の指標油種として利用されています。
原油先物市場において、最大の取引高を誇り、
世界有数の原油指標です。
上記のＷＴＩ原油は、ＷＴＩ原油先物の受渡供用
品の代表的なものです。
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IEAによれば世界の1次エネルギー消費量は2030
年には大幅な増加が予想されています。世界の原
油資源への依存は長期的に持続する見込みです。

世界の1次エネルギー消費量の長期予想

油田の上流開発コスト（取得・掘削・生産等）と原油の確認埋蔵量の動向

原油消費量
約3割増加

予想

世界の1次エネルギー消費量の長期予想*1,2

*3 出所：World Energy Outlook 2008, IEA (International Energy Agency)より、シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社作成
*4 出所：BP Statistical Review of World Energy June 2009 （BP統計）よりシンプレクス・アセット・マネジメント株式会社作成
*5 確認埋蔵量とは学術的データ解析、現状の経済条件、操業方法及び規制下で既知の貯留層から商業的回収可能性が合理的確実さをもって予想される石油の量

原油
億トン
換算

IEAによれば現在開発され生産中の油田及び既発
見未開発の油田からの将来の生産量は2030年に
は大幅な減少が見込まれます。

*1 出所：World Energy Outlook 2008, IEA (International Energy Agency)より、シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社作成
*2 1次エネルギーとは、石炭、原油、天然ガス、原子力などのように自然界に存在し、加工や変換をする前のエネルギー

世界の石油生産量の長期予想*1
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IEAが、原油権益の取得、掘削及び生産等にかかる
コストを指数化した「IEA上流投資コスト指数（IEA 
Upstream Investment Cost Index）」によれば、
2008年のコストは2000年から倍増しました。
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IEA上流投資コスト指数*3 世界の原油確認埋蔵量と増減率の推移*4,5
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BP統計によれば近年の原油の確認埋蔵量（カナダ
のオイルサンドは除く）は増加するも、その増加率は
逓減傾向にあります。

油田の上流開発コストは上昇傾向
確認埋蔵量の増加率は逓減傾向
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海外で成長が著しいETF市場
2000年以降、世界ではETFのファンド数も資産
残高も大幅に増加しました。

世界のETF資産推移*1 世界のETFの時価総額*2

*3 出所：Bloomberg、2009年7月6日現在

米国の代表的な原油ETFの時価総額の推移*4

*4 出所：Bloomberg

国別 原油関連ETFの銘柄数*3

海外では一般的な原油ETF

*1 出所：Global ETF Research & Implementation Strategy Team, BGI, Bloomberg, 日興シティグループ証券
*2 出所：Bloomberg、2009年7月22日現在

原油に関するETFは国内では初めてですが、海
外では一般的な投資商品です。

米国の代表的な原油ETFは”United States Oil 
Funds（USO）”であり、近年、原油先物価格が下
落した局面においても、時価総額の上昇が見られ
ました。
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海外のETF市場では主に株式、債券、コモディ
ティが売買されていますが、国内では未だ小規
模な状況です。
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当ファンドの目的と運用方針

対象指標対象指標対象指標対象指標はははは円換算円換算円換算円換算したしたしたしたWTI原油先物直近限月原油先物直近限月原油先物直近限月原油先物直近限月

ファンドファンドファンドファンドのののの目的目的目的目的とととと運用方針運用方針運用方針運用方針

� 当ファンドは、商品先物を主な投資対象とし対象指標（以下に定義します。）に連動する投資成果を目的
とした追加型投資信託です。

� 投資方針は主として、米国政府または国際機関の発行する有価証券及び対象指標に関連した商品投
資等取引に係る権利（以下「商品等」といいます。）を通じ、投資信託財産の1 口当たり純資産額の変動
率を対象指標の変動率に一致させるよう運用することを基本方針とします。

� 対象指標は、ニューヨーク商業取引所（以下「NYMEX」といいます。）におけるLight, Sweet Crude Oil 
Futures（以下「WTI 原油先物」といいます。）の直近限月の清算値を円換算で表示した価格です。

� WTI 原油先物の価格は、1 バレル当たり、米ドルで表示されます。
� 円換算には、原則として対顧客相場の仲値を用います。
� WTI 原油先物は、予め定められた期日（以下「最終取引日」といいます。）まで売買が行なわれます。
� 最終取引日は、NYMEX においては1 月から12 月の毎月25 日の3NYMEX 営業日前（25 日が

NYMEX 休業日の場合は先行するNYMEX 営業日の3NYMEX 営業日前）として定められています。こ
れを限月取引といい、直近限月とは最も近い期日に最終取引日を迎える限月のことをいいます。

� 直近限月の最終取引日を過ぎると、それまで次の限月であったものが新たに直近限月に替わります。
下図を参照ください。

� WTI原油先物は取引最終日の翌月に現物引渡が行なわれます。限月は現物引渡が行なわれる月を表
示します。そのため、2009年8月限月のWTI原油先物の取引最終日は、現物引渡が行なわれる8月の
前月である7月とされます。

直近限月

第2限月 直近限月

第3限月 第2限月 直近限月

2009年10月限月

2009年6月30日現在

2009年7月21日 2009年8月20日

2009年8月限月

最終取引日 最終取引日 最終取引日

2009年9月限月

2009年9月22日
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当ファンドの投資リスク

当ファンドは、主に米国債等または国際機関の発行する債券等の公社債等や短期金融資産および商品等を投
資対象としているため、また、外貨建資産に投資しますので、これら投資対象の価格変動および為替の変動の
影響により、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。したがって、投資家の皆様の投資元金は保証され
ているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元金が割り込むことがあります。当ファンドの基準
価額の変動要因としては、主に「ＷＴＩ原油先物価格の変動リスク」、「為替変動リスク」、「金利変動リスク」、「信
用リスク」、「ＷＴＩ原油先物取引の価格（円換算表示価格）と基準価額のかい離リスク」、「流動性リスク」などがあ
ります。

以下のリスクは、投資信託説明書（交付目論見書）に記載するものの一部です。詳しくは投資信託説明書（交付
目論見書）をご参照ください。

当ファンドは、米国債等または国際機関の発行する債券等の公社債等に投
資します。一般に金利が上昇した場合には、債券価格は下落します。また、金
利水準の大きな変動は株式市場に影響を及ぼす場合があり、当ファンドの基
準価額の変動要因となります。

金利変動金利変動金利変動金利変動リスクリスクリスクリスク

当ファンドは、原油先物取引を活用し、基準価額の変動率がWTI原油先物直
近限月清算値の円換算表示の変動率に連動することを目指しますが、対象
指標の変動率と完全に一致した運用成果をお約束するものではありません。
また、対象指標と基準価額が一致することを保証することはできません。
例えば、原油先物取引には先物満期日（以下「限月」）があるため、投資する
原油先物取引を異なる限月の取引に乗り換えていくこと（「ロールオーバー」と
いうこともあります。）となります。このとき、投資している原油先物を売却し、
乗り換え対象となる限月の原油先物を買付けることになりますが、限月が異
なるため２つの先物取引には元来価格差があります。それにより、WTI 原油
先物取引の価格と基準価額およびその変動率がかい離することがあります。
また、資金の流入から実際に上場原油先物を買付けるためのタイミングのず
れの発生、売買コストや信託報酬等のコスト負担などもかい離の要因になり
ます。

WTI原油先物取引原油先物取引原油先物取引原油先物取引のののの
価格価格価格価格（（（（円換算表示価格円換算表示価格円換算表示価格円換算表示価格））））

とととと基準価額基準価額基準価額基準価額のののの
かいかいかいかい離離離離リスクリスクリスクリスク

当ファンドは、外貨建資産を保有するため、当該通貨と円との為替相場変動
の影響を受け、損失が生じることがあります。為替変動為替変動為替変動為替変動リスクリスクリスクリスク

当ファンドは、基準価額の変動率がWTI原油先物直近限月清算値の円換算
表示の変動率に連動する投資成果を目的として原油先物取引を活用します
ので、原油先物価格の変動の影響を受けます。
原油先物の価格は、原油の生産・在庫・需要といった需給関係や天候、貿易
動向、為替レート、金利、各国の政治・経済状況など様々な要因の影響を受
けます。それらの要因等によって原油先物の価格が大幅に下落した場合、投
資成果に重大な損失が生じることとなります。

WTI原油先物価格原油先物価格原油先物価格原油先物価格
変動変動変動変動リスクリスクリスクリスク



当資料は、シンプレクス・アセットマネジメントが「WTI原油価格連動型上場投信」の投資信託説明書（交付目論見書）を補足することなど
を目的とし、投資家の皆様に当ファンドへのご理解を高めていただくために作成した販売用資料です。 7

販売用資料
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当当当当ファンドファンドファンドファンドにににに係係係係るるるる手数料等手数料等手数料等手数料等についてについてについてについて

当ファンドの手数料等

当資料は、シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社が作成した資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。

当資料は、信頼できると判断した情報に基づき作成されていますが、情報の正確性・完全性について弊社が保証するものではありま

せん。当資料に掲載されている内容等は、当資料作成時点のものです｡また、当資料に示された見解は、当資料作成時点における弊

社の判断によるものです。当資料中のいかなる内容も、将来の市場環境等の変動を保証するものではありません。当資料中のいか

なる内容も、将来の運用成果等を保証するものではありません。投資信託の受益権の基準価額は、投資信託に組入れられている有

価証券等の特性による値動きにより影響や又、為替相場の変動等の影響を受けますが、これらの運用による損益はすべて投資家の

皆様に帰属します。従いまして、投資信託は元本が保証されるものではありません。また、投資成果を事前に保証するものではありま

せん。投資信託をお申込みの際は、最新の投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめまたは同時にお渡しいたしますので、必ず、

運用方針及びリスク要因等、手数料の合計、報酬等の内容をご確認のうえ、ご自身でご判断ください。投資信託説明書（交付目論見

書）につきましては、販売会社にご請求下さい。投資信託は、預金保険機構及び保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。

また、証券会社以外の登録金融機関で購入された投資信託は、投資者保護基金の支払対象にはなりません。

ファンドファンドファンドファンド概要概要概要概要
設 定 日 平成21年7月31日 

信 託 期 間 無期限 

受 益 権 の 上 場 受益権は、大阪証券取引所に上場（平成 21 年 8 月 3 日）され、売買することができます。 

売買単位は 1 口単位です。 

売買には、取扱会社が定める手数料がかかります。詳しくは、取扱会社にお問い合わせください。 

収 益 分 配 原則として、年 2 回の決算日（毎年 1 月 15 日および 7 月 15 日）に、収益分配方針に基づいて分配
を行ないます。ただし、分配金がゼロとなる場合があります。なお、売買益が生じても、分配は行な
いません。 

大阪証券取引所における買付け、売却のほか、大口の追加設定、解約のお申込ができます。詳しくは投資信託説明書（交付目
論見書）の「手続き等の概要」をご覧ください。 

 

委託会社： シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社

受託会社： 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

（再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株式会社）

販売会社： 日興シティグループ証券株式会社、 日興コーディアル証券株式会社

委託会社及委託会社及委託会社及委託会社及びびびび関係法人関係法人関係法人関係法人

◆申込手数料申込手数料申込手数料申込手数料 販売会社が独自に定める額とします。※詳しくは販売会社にてご確認ください。
◆解約手数料解約手数料解約手数料解約手数料 販売会社が独自に定める額とします。※詳しくは販売会社にてご確認ください。
◆信託報酬信託報酬信託報酬信託報酬 ファンドの純資産総額に年0.8925％（税抜0.85％）の率を乗じて得た額とします。
◆信託財産留保額信託財産留保額信託財産留保額信託財産留保額 当ファンドには信託財産留保額はありません。
◆そのそのそのその他他他他のののの費用費用費用費用
ファンドの上場に係る費用、信託財産に関する租税、信託事務等の諸費用、監査報酬、有価証券売買時の
売買委託手数料 等をファンドより実費として間接的にご負担いただきます。
（その他費用については、資産規模及び運用状況等により、変動しますので、事前に料率、上限等の記載
をしておりません。）

ファンドの上場に係る費用
新規上場及び追加上場料：新規上場時の純資産総額に対して、及び追加上場時の増加額（毎年末の純
資産総額のうち最大のものからの増加額）に対して、0.007875%（税抜0.0075%）。
上場の年賦課金：毎年末の純資産総額に対して、0.007875%（税抜0.0075%）及びTDnet利用料
89,250円（税抜85,000円）。

上記の他、新規上場に際して、52.5万円（税抜50万円）の費用があります。
※当該手数料等の合計額につきましては、投資家の皆様が保有される期間等により異なりますので記載し
ておりません。
※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）の「手数料等及び税金」をご覧ください。


